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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、オランダに居住し、トルコに出自を持つクルド系住民第２世代が、
トルコのクルド政党であるクルディスターン労働者党（PKK）が展開する 「クルド・ナショナリズム」に共感す
る要因と、彼/彼女たちが PKK関連組織の活動に参加する契機を明らかにすることにあった。ノン・エリート層
の第２世代がPKKに共感し、関連組織の活動に参加する背景として、トルコでの政治状況や、オランダにおける
トルコ系住民との緊張関係に加え、オランダ社会で相対的に低い社会経済的地位に留まるという経験が、第２世
代の目を自身の出自に向けさせてきた可能性がある。

研究成果の概要（英文）：Kurdistan Workers' Party (PKK), established in Turkey in 1978, promoted 
Kurdish nationalism by advocating independence from Turkey and a federal system. One of the factors 
that influences the sympathy of second-generation Kurds toward Kurdish nationalism is the 
characteristics of the Kurds as an ethnic minority in their country of origin. Tension has arisen 
between the Turks and the Kurds in the Netherlands because of the opposition in Turkey between the 
PKK and the Turkish government. Moreover, it is possible that the experience of staying in a low 
socio-economic position has turned the eyes of the second-generation Kurds on their origins.

研究分野：移民研究

キーワード： トランスナショナルな政治運動　在外クルド人
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2000年代に入ると、西ヨーロッパに居住するクルド系住民は、トランスナショナル視角に関する研究分野におい
て移民・難民の一事例として取り上げられるようになった。先行研究は、クルド人がドイツとトルコ、またはオ
ランダとトルコという二国間にまたがって展開する政治的活動を分析した。ただし、こうした研究はトルコ系住
民とクルド系住民のトランスナショナルな活動の比較や類型化を重視している。これに対して、本研究はクルド
系住民の政治的活動の動機・背景を明らかにするものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究の背景には、西欧諸国の移民統合に関する研究潮流を批判的に再検討するという問題
意識があった。先行研究では、反人種差別、統合、多文化主義の実現といった、移民の受け入れ
国内での権利要求に焦点があてられてきた（Brubaker: 2004）。日本の国際社会学的な研究におい
ても、受け入れ社会における移民の包摂と排除の問題や、移民の権利保障といった受け入れ国内
部での課題を中心に考察される場合が多い（梶田: 2002, 2005, 宮島: 2015）。他方でこうした研究
は、本研究が焦点をあてるオランダに居住するクルド系住民の事例に見られるような、移民が送
り出し地域における政治的課題と共に掲げる「ナショナル」な要求について十分に検討してこな
かった。研究代表者のこれまでの研究から、クルド系住民の活動には、受け入れ国内での権利要
求だけに留まらず、分離独立や連邦制を求める「クルド・ナショナリズム」という出身地域での
政治運動を支える側面があることが明らかになっている。 
本研究は、こうした問題意識にもとづき、受け入れ国の移民政策という分析視点に加え、送り
出し地域における歴史的経緯や政治的展開がクルド系住民に与える影響という国際関係学的な
視点を重視した。送り出し地域でクルド人が差別や抑圧に曝されてきたことや、クルド政党と各
国政府の厳しい対立は、定住先でのトルコ系住民とクルド系住民の関係性に国境を越えて反映
され、クルド系住民の活動に影響を与えてきたと考えられる。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、オランダに居住し、トルコに出自を持つクルド系住民第２世代が、トルコで
クルディスタン労働者党（PKK）が展開する「クルド・ナショナリズム」に共感する要因と、彼
/彼女たちが PKK関連組織の活動に参加する契機を明らかにすることにあった。PKKは 1978年
にトルコで設立され、トルコからの分離独立を目指して武装闘争を展開してきた。考察にあたっ
ては、オランダにおける 1990年代以降の統合政策に加え、クルド地域における歴史的経緯や政
治的展開がクルド系住民の活動に与える影響を重視した。ただし、クルド系住民の中にはクルド
人としての意識を表明しない者、PKK に批判的な者、トルコの政治から距離を置く者等の多様
な人々が存在することに注意が必要である。本研究が焦点をあてるのは、特に「クルド・ナショ
ナリズム」に共感し、PKK関連組織で活発に活動を展開する人々である。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、クルド系住民第２世代が「クルド・ナショナリズム」に共感する要因と、彼/彼女
たちが PKK関連組織の活動に参加する契機を明らかにした。主な分析対象となったのは、高等
教育を受けず、高度な職業的技能も持たない、ノン・エリートのクルド系住民第２世代である。
1990 年代以降の統合政策は、オランダ語能力や学歴の向上、労働市場へのアクセスの改善とい
った、移民・難民の社会経済的上昇を重視した。ノン・エリートの第２世代は、これらの統合政
策の指標を満たすことができなかった人々である。こうしたオランダでの排除ともいえる経験
が、どのように第２世代の目を自身の出自に向けさせ、「クルド・ナショナリズム」への共感を
促してきたのかを検討した。 
西ヨーロッパに居住するクルド系住民の活動に関する先行研究は、PKK が特にドイツにおい
て「周縁化された第２世代」を動員してきたことを指摘している。しかしながら、こうした研究
は実証が十分であるとは言えず、クルド系住民がなぜ動員されたのかという背景についても明
らかにしていない。 
また、「クルド・ナショナリズム」に共感する要因として、トルコにおける歴史や政治による
影響を考察した。ノン・エリートの第２世代は、オランダでの生活の中で、トルコ系住民からの、
「クルド人＝山岳トルコ人（貧しい二級市民）」といったネガティブなステレオタイプ化や優越
的な意識に基づいた差別に曝されてきたと考えられる。さらに、トルコ政府と PKKの対立とい
った政治状況はオランダにおけるクルド系住民とトルコ系住民の関係性に緊張をもたらし、第
２世代が自身をクルド人であると意識せざるを得ない状況をつくり出してきたと考えられる。 
ただし、クルド人であることを意識し「クルド・ナショナリズム」に共感することは、PKK関
連組織の活動への参加と直接結びつくわけではない。第２世代が PKK関連組織の活動に魅力を
感じる要因として考えられるのは、PKK の武装闘争への肯定的な評価や、関連組織が第２世代
の直面するアイデンティティの危機の打開や自己実現の場といった役割を担ってきたという点
であると考えられる。分析方法としては、ノン・エリートのクルド系住民第２世代や PKK関連
組織のメンバーに半構造化インタビューを試みた。さらに、PKK 関連組織やその他のクルド組
織が発行する雑誌、機関誌等の収集、分析を行った。また各種図書館で、クルド系住民の活動に
関する資料も収集した。 
 
 
 



４．研究成果 
 

2018年度の研究目的は、クルド系住民第２世代が PKK関連組織の活動に参加する背景を、組
織の側から考察することにあった。成果として挙げられるのは以下の二点であった。第一に、
2015 年以降西ヨーロッパ全域で PKK 関連組織の大規模な改編がなされたことが明らかになっ
た。それまではトップダウン型の組織編成であったが、改編はボトムアップ型を目指すものであ
る。改編の背景について、またノン・エリート層に与える影響については今後の検討課題となっ
た。第二に、クルド組織幹部へのインタビューでは、組織側はノン・エリート層の動員について
具体的戦略を持たず、彼/彼女たちの自発性を重視していることが強調された。ノン・エリート
層が組織の活動に参加する背景として、トルコでの政治状況や、オランダにおけるトルコ系住民
との緊張関係による影響が挙げられた。 

2019年度の研究目的は、クルド系住民第２世代が PKK関連組織の活動に参加する背景を、組
織の側に加え、第２世代の側から考察することにあった。2019年度には、2018年度の現地調査
でクルド組織幹部から紹介いただいた第２世代にインタビューを試みた。加えて、西ヨーロッパ
で最大のクルド人人口を抱えるドイツにおいて、ボンにあるクルド研究センターや大学図書館
にて資料収集を行った。収集した資料を分析した結果、クルド系住民第２世代が、クルド研究セ
ンター等が主催するコンピュータ講習会等に積極的に参加してきたことが明らかになった。た
だし、こうした講習に参加するものの、社会経済的地位の上昇を果たすことは容易ではない現状
がある。2019 年度の調査で、ノン・エリート層が PKK 関連組織の活動に参加する背景として、
トルコでの政治状況や、オランダにおけるトルコ系住民との緊張関係による影響が挙げられた
ことに加え、オランダ社会で相対的に低い社会経済的地位に留まるという経験が、第２世代の目
を自身の出自に向けさせてきた可能性があることが明らかになった。 
本研究の学術的独自性と創造性として、移民統合に関する研究や国際社会学的な研究に加え、
国際関係学的な視角を持つ学際的な研究であることを挙げることができる。そのため、オランダ
の移民政策研究とクルド系移民研究の両者に資することができる。第一に、西ヨーロッパの中で
も移民への支援に積極的なオランダで、そうした政策がクルド系住民の「ナショナル」な活動を
どのように促進するのか、逆に制限するのかという視点から統合政策を捉え直すことができる。
第二に、送り出し地域における歴史や政治が、定住先でのトルコ系住民とクルド系住民の関係性
に反映され、クルド系住民の活動に影響を与えるという国際関係学的な視点は、2000 年代に入
ってから西ヨーロッパにおけるクルド系住民の活動に関する研究に見られるようになった。た
だし、学術書として刊行されているものは、2013 年に発表されたスウェーデンにおけるクルド
系住民の若者の活動を検討した一冊のみである（Eliassi: 2013）。このことは、本研究が国際的な
研究水準からみても創造的なものであることを示している。先行研究は、スウェーデンに居住す
る、中東各国に背景を持つクルド系住民の若い世代に焦点をあてた。送り出し地域での差別や抑
圧の経験を踏まえながら、トルコ系住民とクルド系住民のスウェーデンでの日常生活における
相互作用を分析している。 
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